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『平成24年度までに、後発医薬品の数量シェアを30%(現状から倍増)以上』という政府の目標達成に向け、患者
及び医療関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう、①安定供給、②品質確保、③後発品メーカー

による情報提供、④使用促進に係る環境整備、⑤医療保険制度上の事項に関し、国及び関係者が行うべき取組を
明らかにする。
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●納品までの時間短縮
・卸への翌日までの配送100%(19年度中)。 卸に在庫がない場合、卸への即日配送 75%(20年度中)

●在庫の確保
・社内在庫・流通在庫1か月以上 (19年度中)。品切れ品ロゼロ (21年度中)
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②品1質1確保

医療現場―の声
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●関連文献の調査等
・業界団体において、後発品の関連文献を調査・評価し、必要な対応を実施 (19年度中)

黎 ‐‐線   皐
|す薇見ゞξ臨∬預rB魔蒙嘉質1曇議績翼埋
0二斉監視指導の拡充●結果

―
の1公表 |■■■‐ ■ ‐■‐■|

1都道府県及び日の立入検査によるGMPに基づく指導■|‐検査指定晶目―の拡充

●品質試験の実施・結果の公表
。ロット毎に製品試験を実施 (19年度中)
。長期保存試験など、承認要件でない試験についても、未着手のものは、年度内に着手 (19年度中)
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●医療関係者への情報提供
・試験データ、副作用データについて、ホームページヘの掲載等、資料請求への迅速な対応 (19年度中)
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後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」の実施状況について (概要 )

O「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」(平成19年 10月 15日 策定)に掲げる主な項目の実施状況 (平成22年 3月 末現在)
は、以下の通り。
O後発医薬品メーカーが取り組むべき項目については、日本ジェネリック製薬協会の協力を得て、同協会の会員会社における実施状
況を取りまとめたものである。(調査対象会社 :43社、調査対象期間 :平成21年4月 1日 ～平成22年 3月 31日 )
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7.後発医薬品(ジェネリック医薬品)の使用促進のための取組
(平成23年度予算案)

※ ()内金額はH22′予算額。

101後発1盤
‐
薬1畠|め1使用掟進対策費て饉政鳥)●||||||■■■||||

計 4.7億円(4.2億円)

1101百1万円|(138百万1円).
1後発1医1薬1品 11係る理解を向

=さ
せるため―1関1係者を構成員

1具体的|な事1業を検‐討1実施する:ま|た t‐後発|‐医薬‐品
―
の1使1用‐に,

1地域で1共有1化|するとともに1保1隣者が差1額通ま|サ■ビスを導|
続き
=′

・ヽ/ブレ,卜の1作1成1配付|やシンポ|ジウム|の 1開1催 1=よる.1

101後発1医薬1品1品 1質情報提
‐
供等推進
‐
費(医薬‐食1轟 |‐島) 11431百 1万1円■143百1万1円)

―
―
〇
一
∞
―
―

|‐ 1後肇1曝1馨‐曇―の1暴1質|の1信
‐
相1性0●

:キ
青甲るた|ゆ1学会,警‐での|

相談
=‐

口111寄|せられた.曝 1療場場1等からの1後1肇 1撃1薬
‐
品|の1品1軍 11

盟主登製甕隆襲盤劃雌奎襲≧量孟豊品質璽饉認:を―行い1結果
1品
‐
資に対する懸1念め解消を図るよ―■|■|■■||■|||■■■■‐

31‐百‐再1目|(37百1万1日)

|力舞野馨品と後肇辱楽墨の同等性を確保するた.01■斉監視指導|■お|ヽて窯八検1奪tlil11111言

1:,1繹
みび許可製‐墨●■‐青撃■■軍検査は 嚇噴を―確認,そ

,軍季:,季学 キ,7111促|し●■1層 |の品質確保を図るよ_...__._.■‐■■■‐■‐

101後発1医1薬1轟1使1用1状
‐
滉1調‐査経費(VJRI険1局) ■3百:万1円||(13百1万1目|)

麿繁彗青註守:箪現驚詣
医‐薬品の使用促進のための施策の効果を検証するたⅢ保険医療機関凛

墓異簿千11111～11,争奪する状況|や●医師
=薬
1剤
‐
師及び患者|の1後発医1薬1品 :=1対する意1識等|め1議‐査場

10診療内1容及び薬剤使用状況調査費.(保険1局‐〉 4百1万1円|(4百 1万 1円〕

欧米諸1国におけ|る後発医薬1品の使用に関|する医1療保‐険制度|の1実態や
―
動1向1等の調査

‐
研究を行う:

0‐後発1医薬品‐周知事業経費(保‐険局) 1714百 1万1再|(33百1万1円〕
|‐後‐期高齢1者に対|する後‐発医薬品の使用に関する患

‐
者から医師

=‐

薬剤‐師へ|の1意思表1示|がしや|すくなうよう111‐「後1警暉1薬‐轟
希望力■―ド」の1配布をするとと―も111‐後1発医薬品差1額通1知―の送付等|の1取組が実施されるよう施策を講|じる

=|■
■■■■■■||



―
―
い
い
ト
ー
ー

=1暉
療澤篠薬轟●1灘輩聾善雌郵町鞘課1急擁露】

H19.9.28医療用医薬品の流通改善に関する懇談会
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※流通改善に当たつて取引当事者が留意すべき事項 (概要)

※流通改善に当たつて取引当事者が持つべき基本認識 (抜粋)



9口 平成22年度 価格妥結状況調査結果概要 (12月取引分 )

0調査客体及び回収状況
卸連加盟会社54社を対象に54社から回答 (回収率 100%)

○調査概要

① 調査内容

ア.全 ての医療機関、薬局を対象に実施

イ.22年 12月 lヶ月間の取引高における妥結状況を薬価ベースで調査

価格が妥結したものの販売額 (品目月1販売本数X薬価)

妥結率=
販売総額 (品目別販売本数X薬価)

② 調査結 果

ア.医療機関・薬局区分別妥結状況

区 分 妥結率

病   院 (総計 ) 41.5%

200床 以上 35 3%

そ の  他 63.5%

診   療   所 84.1%

(医療機関  計 ) (56.50/o)

チェーン薬局(20店舗以上) 35。 9%

そ の 他 の 薬 局 66.1%

(保険薬局 計 ) (59.20/6)

総  合   計 57.9%

※その他の薬局には20店舗未満のチェーン薬局を含む。

イ.医療機関設置主体別価格妥結状況 :男1添参照
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医療機関設置主体別価格妥結状況

(対象 :2∞床以上の医療機関)

(別添 )

(単位 :96)

設 置 者
妥結率

H22.6 H22.9 H22.12

病      院 (2,690) 20.6 31.5 35.3

１

．

２

国 〈厚生労働省、日立高度専門医療研究セン
ター)(21)

99.8 99.9 100.0

国 ((独)日立病院機構)(136) 98.6 99.9 99.9

3 国 (目立大学法人)(42) 53.3 ＾
υ

Ｏ
Ｏ
Ａ
υ 64.6

4 国 ((独)労働者健康福祉機構)(31) 3.3 8.8 6.3

5 国 (その他)(6) 81.9 i00.0 78.4

6 都1道府県●(1401 3017 5118 441141

7 市町梓 |■lt283p 1■ |‐ 1 3≧1警 3218

8 地方独
=行
職海た|(2冷 :8:13 52■ ‐411:15

9 日 赤 (69 1.4
■
′ 3.5

10 済生会 (50)
ｎ
υ 2.5 3.3

北海道社会事業協会  (6) 0.0
ｎ
υ ‖.0

12 厚生連  (78) 0.3 0.2 3.0

13 全社違 (30 34.4 80.1 85.5

14 厚生団 (D 0.1 0.2 0.1

15 船員保険会 (3) 0.0 0.0 0.0

16 健保組合・その連合会 ④ 0.7 0.1 31.2

７
′ 共済組合・その連合会 (36) 0.3 0.4 0.3

18 国民健康保険組合 (1) 0.0 0.0 0.0

19 公益法人 (191) 9.8
＾
υ 22.3

20 医療法人 (1,307) 19.4 38.5 53.9

21 学校法人 (77) 2.0 4.3 9.5

22 会 社  (20) 9.4 18.1 36.6

23 その他の法人 (82) 16.0 ｒ
υ

公
υ
Ｏ
乙 32.7

24 個 人 (39) 24.0 52.8 83.7

※奮

'の

報告に基づいて作成 したものであり、医療機B8側では妥結済と整理 しているケースも含まれて るヽ。

※平成 22年 12月 に納入した医療用医薬品の総額と、そのうち価格が妥縮している取引分との比率。
※薬価基準ベースの金額に換算 .
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10,新薬創出・適応外薬解消等促進加‐算の概‐要‐

・革新的な新薬の創出や適応外薬の開発等を目的に、

後発品のない新薬で値引率の小さいものに一定率まで

の加算を行うもの。
※これにより、実質的に薬価を維持

|

早  ‐■加算の条件としては、厚生労働省が開発要請怪)する●
|■適1応‐外1薬 |の1開1発‐等を寒1行すぅ|||||■ |‐|■|||||■|||
| ※「医1療1上―の必要性の1高い未承蓄琴1導‐|サ

ー
琴‐悴1討今1雫|||や|す1悴1討‐讐1琴奮1幹事

■■‐■えて行う●||||■ |■■‐・ ■■|■   ■■■‐|■ ■■■■|■‐■■■■■■■■|||■■■|■ |‐

・後発品が上市された後は、薬価からそれまでの|‐加‐算1分

を■括して引き下|げる:|■‐ ■‐■ ‐ |‐ |‐■‐■‐■||■ |

1本加‐算は製薬‐業1界が強く要望|していた薬価維1持特例に相当する|もの,|■■■11




